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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

どうしても見たかった、映画「ワレサ　連帯の男」を観る
 久方ぶりに、映画を見にいった。札幌のシアター・キノで上映されていた「ワレサ　連帯の男」で、ポーランドの誇る世界的名監督アンジェイ・ワイダ氏が「私が生涯に監督した映画の中で最も長い時間をかけて作った作品です。希望を失うことなく、最も長い時間をかけて作ったのです。」と語ったように、「大理石の男」「鉄の男」から30有余年を経てワレサ三部作としての完成なのだろう。スターリニズム全盛時代から戦いを起こし、ついには東欧の民主革命を成し遂げ、東西冷戦の終焉を導いてきた重要な記念すべき戦いの実像を映画化したものであった。関心のある方には是非とも見ていただきたい。
　ポーランド「連帯」問題で支持か、不支持かで左派組織と決別
じつは、この映画にはどうしても見たいという思いが強くあった。というのも、1980年にワレサ率いるグダンスクのレーニン造船所のストライキに始まった戦いは、瞬く間に自主管理労組「連帯」を結成し、それまでの共産党公認の官制労働組合は瞬く間に崩壊してしまった。と同時に、「連帯」の運動は全国的なストライキへと発展し、ポーランドの政権を揺るがす事態にまで至るのである。ここで、ソ連の「制限主権論」なる論理でポーランドに対する軍事的侵攻が問題になる中で、この「連帯」の運動を支持すべきかどうかをめぐって、自分の所属する社会党内の左翼組織(社会主義協会向坂派)の中で、大きな問題になったのだ。指導部はソ連派であり、このような「連帯」の運動に対して支持できない、と主張していた。これに対して、1956年のハンガリー動乱が起きた時の労農派の理論的リーダーであった山川均の主張を引用して、問題はなぜこのような民衆の「動乱」が起きてくるのか、その原因こそ究明していくべきではないか、と主張しつつ、「連帯」の運動に共鳴・支持したことを鮮明に記憶している。以来、自分の政治的立場がソ連型の社会主義についての批判的になった記念すべき事件の映画化であり、これを見逃すことは出来ないと思い、上映終了が近くなった中での映画鑑賞だったのだ。

　とはいえ、東西冷戦終焉後の世界も不透明さが残る
あっという間に2時間を超す時間が過ぎ、シアターの外に出た時、夕暮れのなか小雨がそぼ降り、やや肌寒さを感じつつ家路へと急いだ。30年以上の年月の経る中で、資本主義対社会主義(共産主義)の対立は社会主義の敗北で持って終わったと言えようが、社会主義世界体制の崩壊以降の資本主義の方は、バブルの崩壊や格差の拡大など、あまりにも問題を抱えつつ今日に至っているし、社会主義から資本主義へと転換したかつての国々は、バラ色の世界になっているわけではないのだ。これからの世界はどうなっていくのだろうか、どうしていくべきなのだろうか。思案はすれど、なかなか結論が出てこない今日この頃ではある。
安倍総理にはツキがあるのだろうか、北朝鮮が拉致問題調査委員会設置へ
再び現実の政治に戻ろう。
それにしても、二度目の安倍総理はツキのある政治家なのだろうか。北朝鮮との拉致問題を中心にした日朝間交渉で、ついに北朝鮮側に拉致問題についての調査委員会を設置させるとの言明を引き出すことに成功した。これまでは、もう拉致問題は解決済みで問題はない、という態度であったのだが、一転して調査をすることを約束した背景には、中国との関係が悪化し、韓国も朴政権が反北朝鮮の強硬な姿勢を取り続け、肝腎のアメリカも交渉のテーブルについてくれない中で、中韓との関係を悪化させた日本に対して目を向け始めたのだろう。特に、日本に対して経済的な支援だけではなく、アメリカとの関係改善への要請もあるのではないか、と言われている。
それにしても、政権運営が安定し国民の支持率が高い安倍政権だから拉致問題に応じてきたのだ、という見方は根強くある。それが拉致という難問の解決に道を開けば、ますます国民の支持率を高めることになるわけで、今後の政権運営に与える影響は計り知れない。それだけに、国民の安倍内閣に対する支持の高まりが、集団的自衛権など一連の国家主義的な動きに弾みをつけるのではないかと危惧される。

それにしても、野党側は政界再々編成を実現させられるのか
一方、野党側の動きをみると、ますます安倍総理を増長させかねない動きが出てきている。
維新の会はついに分党(分裂)することになった。旧維新側と旧太陽党との間で憲法に対する見方が対立し、あえなく石原・橋下両代表が話し合いの末、お互い合意の上での分党に至ったという。維新の会は、今週中にどちらの代表の下で政治活動を進めていくのか、判断が迫られる。今後、橋下維新の会はみんなの党から分かれた「結の党」や民主党などにも連携を求めていくものと見られ、政界再々編成への道がまた一歩進み始めたとみていいようだ。1強6弱と言われた今の政界が、このことによって野党の結束が強くなっていくのかどうか、なかなか事態は容易ではなさそうだ。
民主党は、岡田克也元代表がどう動くのかがカギを握りそうだ
そうした中で、民主党の動きも国民にはよく見えない。海江田代表の早期の交代を求める若手の声が出始めている、と言われたりしてはいるものの、海江田代表は辞任する意向など無く、それどころか民主再生策検討「創生会議」を設置し、議長に船橋洋一元朝日新聞論説委員長と議長代行に山口二郎法政大学教授を選出してスタートさせようとしている。一体、どのように野党側の再結集が進んでいくのか、民主党は再編成に活路を見出すのか、自主再建していくのか、あまりよく見えてこない。やはり、岡田克也元代表がどのような方向を示すのか、カギを握っているように思われる。

消費増税後の消費者物価は3.2%増と、23年ぶりに3%台へ
さて、先週末には4月の消費者物価指数が発表された。4月の全国CPIコア指数の対前年同月比上昇率は3.2%と、1991年以来となる3%台の上昇率を記録した。何と23年ぶりのことである。それだけこの間のデフレやディスインフレが継続してきたことを示しているともいえる。3月のCPIが1.3%だったことと、消費税3%の転嫁分の価格への転嫁が1.7%と予想されていたことからすれば、消費増税を除外した純粋の値上がり分は1.5%と前月に比べ0.2%も高くなっている。このことは、消費税増税分を上回る値上げが実施されたことを示していると言えよう。特に、財関係は消費増税分を上回る引き上げであったのだが、サービス関係はやや下回ったとみられている。

消費者物価上昇の要因は、コストプッシュなのか、ディマンドプルなのか、まだ結論づけられないのでは
問題は、このような物価の上昇が、アベノミクス支持の方たちが言うようなインフレターゲット政策が想定通り効果を上げたのかどうか、という点である。先週29日の「ダイヤモンドオンライン」で、高橋洋一氏は日銀の岩田喜久男副総裁の講演を絶賛され、異次元の金融緩和が効果を上げたのだ、と主張されている。と同時に、28日に開催された日銀のセミナーに出席された元日銀副総裁の岩田一政日本経済センター理事長の発言に対して批判を展開されている。
それは、今回の物価上昇がコストプッシュによるものか、それともディマンドプルによるものか、という点で、岩田一政氏は円安によるコスト上昇が物価を押し上げていると発言され、コストプッシュ型の物価上昇であり、ディマンドプル型の物価上昇ではないと批判された点についてである。
高橋洋一氏は，GDPの推移を分析され、GDPの伸びは拡張的な財政政策の効果は3割程度でしかなく、「金融政策による予想インフレ率の上昇、と同時の実質金利の低下、それによる有効需要(民需)の拡大が主要因だ。」とされている。この民間需要の拡大は今年の1~3月期に大きく伸びており、消費税の増税前の駆け込み需要が大きかったわけで、その分を差し引くとやはり政府による拡張的な財政政策も大きかったと見るべきではなかろうか。その意味では、今進んでいる物価上昇が果たしてディマンドプル型なのか、それともコストプッシュ型なのか、高橋洋一氏の云うほど決めつけられないのではなかろうか。
専門家の英知を集め、アベノミクスの評価をきちんと分析するべき時ではないか
ただ、就業者数が拡大していることは、当然内需の拡大とも関連しているわけで、単にコストプッシュ型の物価上昇だけではない、とも言えそうである。問題は、この就業者数の増大の中身であり、これが非正規労働者の増大にストップがかかるのかどうか、という点である。依然として、正規労働者で事務職の有効求人倍率は0.3程度でしかなく、建設やサービス関係の一部職種が人手不足が顕在化しつつあるようだ。この労働需給についても、駆け込み需要が亡くなった場合にどのようになるのか、家計消費の動向なども含めてもう少し経済の流れを見てみる必要がありそうである。

消費者物価が1%台にまで上昇し続け、失業率も3.5%程度にまで低下し、有効求人倍率も1.07にまで高まってきており、このような結果についてどのように評価をしたらよいのか、アベノミクスに批判的な方たちだけでなく支持する方たちも交えて、大いなる論戦を戦わしてほしいものだ。それと同時に、やがて日銀の金融政策の出口論議も必要になるわけで、財政も含めた今後の在り方への政策課題の整理が求められていると言えよう。　
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